
課長名

■ ■ R2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

（１）訪伯日
　　　令和２年８月頃（６泊７日（実質３～４日）想定）
　　　・海外技術研修員制度４０周年記念式典への出席
　　　・ブラジルと福井の新たな経済交流の可能性の調査、情報交換等

（２）訪伯者
　　　県職員　２名

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 ８　拡大する世界市場をふくいの成長へ

［事業目的］

　ブラジルサンパウロ市で令和２年８月頃、福井県海外技術研修員制度発足４０周年を記念して、ブラジル福井県文化協会（現地県人会）が開催する式典に参加し、
移住県人と交流し激励する。また、訪問の機会を捉え、今後の交流強化のため、現地の関係者等と情報交換を行う。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅱ　成長を創る（産業力）
関連する県の計画等 〔

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R2

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

海外技術研修員制度発足４０周年記念訪伯事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ ■ R2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３０年度 令和元年度 ２年度

2,647

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

□ 無

■ 有

他県の状況 ―
関連事業の有無・

役割分担

事業名 海外技術研修員受入事業

（役割分担）

　開発途上国の国民およびこれに準ずる地域の住民の中から研修員を
受け入れ、その国の経済開発に必要な技術を修得させ、県民との交流
を通じて国際的友好関係の増進に寄与する人材を養成してきた。
（昭和５５年からブラジルの技術研修員を２００名以上受入れ）

活動指標
(目標)

周年記念事業であり、活動となる指標は特になし

実績

成果指標
(目標)

周年記念事業であり、成果となる指標は特になし

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R2

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

2,647 2,647

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

海外技術研修員制度発足４０周年記念訪伯事業
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課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

令和元年度は、県内中学生１０名を浙江省に派遣
（派遣時期：令和元年８月５日～９日（４泊５日））

令和元年度は、浙江省へ中学生を派遣したことから、令和
２年度は浙江省の中学生を本県で受け入れる。

平成３０年７月に友好提携２５周年を記念し、浙江省を訪
問した際、車俊書記との間で青少年交流等の人的交流の拡
大について合意したことを受け、交流人数を平成３０年度
の６名から１０名に拡大する。

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

（１）浙江省中学生の受入れ、スポーツ交流・生活体験
　　　①受入人数　　　　中学生１０名、引率者２名
　　　②受入期間　　　　４泊５日（予定）
　　　③学習・体験内容　浙江省中学生とのスポーツ交流、ホームスティを通じた生活体験等
　　　④受入者の決定　　浙江省政府が決定
　　　⑤費用負担　　　　日本到着後の交通費、滞在費、食費等の経費は福井県が負担
                 　　   中国国内の移動費は浙江省が負担

（２）書画の交換・展示
　　　県内友好提携市や学校に働きかけ、書画の交換および展示を実施

［受益者］ 中学校の生徒 ［想定される受益者数］ １０名

前事業の有無・実績 市町との連携状況
中学生の派遣・受入であることから、市町教育委員会と連携して
実施

事業名

〕
政　　策  〔 ８　拡大する世界市場をふくいの成長へ

［事業目的］

　平成２６年２月に福井県・浙江省友好提携２０周年を記念し浙江省を訪問した際に、李強省長（当時）との間で将来の交流の担い手となる青少年の交流を促進して
いくことで合意し、更に、平成３０年７月に同２５周年を記念し浙江省を訪問した際に、車俊書記との間で青少年交流等の人的交流の拡大について合意したことを受
け、両県省の青少年交流を促進し相互理解を深めることにより、国際社会の中で活躍できる視野の広い人材の育成を図る。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅱ　成長を創る（産業力）
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R5

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

福井県・浙江省青少年交流事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

３０年度 令和元年度 ２年度

684 843 862

463 700

394

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(6) (10) (10) (10)

6 10

(6) (10) (10) (10)

14 28

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 派遣（受入）応募人数
(目標) (10)

浙江省が募集する人数

実績

成果指標 派遣（受入）人数
(目標) (10)

浙江省からの派遣人数

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

中学生の派遣・受入が隔年実施のため、必要経費が異なる
（H27、H29、R1：本県中学生を浙江省に派遣、H28、30、R2：浙江省中学生を本県で受入）

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

交流人数（受入）を平成３０年度の６名から令和２年度は１０名に拡大２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R5

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

862 862

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

福井県・浙江省青少年交流事業
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課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

平成31年4月17日　留学生採用支援セミナーを開催
平成31年4月20日　県内企業と留学生の合同企業説明会を開催
令和 2年2月11日　 ４県合同業界研究会を開催

留学生の県内就職実績が増加しているため、就職奨励金の
対象人数を１０人から１５人へ増加。

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

（１）企業向けの留学生採用支援セミナーの開催

（２）合同企業説明会の開催

（３）定着支援セミナーの開催

（４）留学生への県内企業就職奨励金
　　　・県内企業に就職を予定している留学生に対し、住居費相当額を助成（上限２万円／月）

［受益者］ 留学生の採用を計画する企業 ［想定される受益者数］ 約７７社

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 ３　多様な価値観を認め合う「共生社会」の実現

［事業目的］

　海外展開のために外国人留学生の採用を計画している企業を支援する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅰ　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託（(公財)福井県国際交流協会） 補 助 金 R4

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

留学生県内就職支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

３０年度 令和元年度 ２年度

3,003 2,701 3,448

3,003 2,701

1,956

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(10) (10) (15)

18

(2) (2) (2)

3 3

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 企業説明会等の開催件数
(目標)

企業、留学生を対象としたセミナー、説明会の開催件数

実績

成果指標
県内企業に就職する留学
生等数

(目標)
次年度４月１日現在で、県内企業に就職した留学生数

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

留学生の県内就職実績が増加しているため、就職奨励金の対象人数を１０人から１５人へ
増加

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R4

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

3,448 3,448

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託（(公財)福井県国際交流協会） 補 助 金

留学生県内就職支援事業
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課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

令和元年９月に在住外国人向け相談窓口を県国際交流会館および県
国際交流嶺南センターに整備。

令和元年度は相談窓口の整備と運営。
令和２年度は相談窓口の運営。

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

　（１）在住外国人向け一元的相談窓口「ふくい外国人相談センター」の運営
　　　　ふくい外国人相談センター（県国際交流会館）およびふくい外国人相談嶺南センター（県国際交流嶺南センター）の運営

　（２）県内各地（坂井、奥越、丹南、嶺南）における出張法律相談会の開催

［受益者］ 県内在住外国人 ［想定される受益者数］ 15,235人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
　越前市役所も国庫を活用して相談窓口を設置。越前市と協力し
て相談に対応していく。出張法律相談会については市町が会場を
無償提供し、相談者を集める。

事業名

〕
政　　策  〔 ３　多様な価値観を認め合う「共生社会」の実現

［事業目的］

　外国人が住みやすい環境を整備するため、県内在住外国人への生活・就労等に関する情報提供や相談を行う窓口を運営する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅰ　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託（(公財)福井県国際交流協会） 補 助 金 R4

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

外国人相談体制強化事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３０年度 令和元年度 ２年度

15,510 7,779

9,426

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(1) (1)

(1,200) (1,200)

□ 無

■ 有

他県の状況
　外国人受入環境整備交付金を活用して45道府県が在住外国人向け相談
窓口を開設（令和2年1月末）

関連事業の有無・
役割分担

事業名 国際交流会館指定管理委託事業

（役割分担）

既存窓口の相談員や通訳と協力して外国人の相談に対応する。

活動指標 相談件数
(目標)

県国際交流会館、県国際交流嶺南センターでの合計相談件数

実績

成果指標 市町の相談窓口開設数
(目標)

市町が新たに開設する外国人相談窓口の数

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

令和元年度は相談窓口の整備と運営。
令和２年度は相談窓口の運営。

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R4

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

7,779 3,889 3,890 外国人受入環境整備交付金

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託（(公財)福井県国際交流協会） 補 助 金

外国人相談体制強化事業
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課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

各地域で災害、生活情報等をＳＮＳを通じて地域の外国人
に母国語で伝えてもらう「外国人コミュニティリーダー」
を養成する。
また、在住外国人がより暮らしやすい環境のために、国際
交流協会のホームページについて、現在の３言語（英語、
中国語、ポルトガル語）にベトナム語など９言語を追加す
る。

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

　（１）県内各地域における日本語指導ボランティア養成講座の開催（開催地区：坂井、丹南、奥越、嶺南（若狭））

　（２）災害時対応など多文化共生の課題に対応するための市町等との連絡会議の開催

　（３）災害時における外国人支援に関する研修会の開催

［受益者］ 県内在住外国人 ［想定される受益者数］ 15,235人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
　外国人コミュニティリーダーおよび日本語指導ボランティアの
養成講座については、市町が会場を無償提供し、参加者を集め
る。

事業名

〕
政　　策  〔 ３　多様な価値観を認め合う「共生社会」の実現

［事業目的］

　在住外国人が地域に馴染み、生活することができるよう、地域コミュニティとの橋渡し役となる外国人コミュニティリーダーや日本語指導ボランティアを養成す
る。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅰ　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託（(公財)福井県国際交流協会） 補 助 金 R4

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

外国人が暮らしやすい環境づくり事業

区分 拡充 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３０年度 令和元年度 ２年度

1,068 4,986

1,068

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(20) (20)

(80) (80) (80)

□ 無

■ 有

他県の状況 災害対応研修は富山県・石川県と共同で実施
関連事業の有無・

役割分担

事業名 国際交流会館指定管理委託事業

（役割分担）

日本語指導ボランティアを既存事業での開催に加え、県内６か所で開
催

活動指標
日本語ボランティア養成
講座受講者数

(目標) (80)
県内6会場での合計数

実績

成果指標
外国人コミュニティリー
ダーの養成数

(目標) (20)
外国人コミュニティリーダーを毎年20名養成する（令和4年までに60名）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

・外国人コミュニティリーダーの養成
・国際交流協会ホームページの多言語化

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R4

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

4,986 2,493 2,493 地方創生推進交付金

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 拡充 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託（(公財)福井県国際交流協会） 補 助 金

外国人が暮らしやすい環境づくり事業

－46－



課長名

■ ■ H16 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 17 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

・小松空港国際定期便就航に向けた現地政府機関、航空会社への
　訪問（中国、香港、タイ）
・食文化提案会・商談会（タイ）

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

　海外出張の実施
　 ・政策調査　：各分野における先進地や新たな開拓での調査
 　・国際化調査：県の施策の遂行上、重要かつ緊急な対応を要する案件

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 ８　拡大する世界市場をふくいの成長へ

［事業目的］

　経済のグローバル化やボーダレス化が進み、行政施策立案に際しても国内の情勢調査だけでなく、海外の情勢調査が重要になってくる中で、海外調査活動を推進・
強化することにより、県の政策立案機能を高め総合的な国際施策を推進する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅱ　成長を創る（産業力）
関連する県の計画等 〔

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R5

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

海外調査活動推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ ■ H16 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 17 年

３０年度 令和元年度 ２年度

1,200 1,200 1,200

1,200 1,200

1,000

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

3 2

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 調査テーマ数
(目標)

予算では想定されなかった海外への調査等に対応する事業であるため、指標設定は困難

実績

成果指標
(目標)

予算では想定されなかった海外への調査等に対応する事業であるため、指標設定は困難

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R5

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,200 1,200

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

海外調査活動推進事業
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課長名

■ □ H23 年度

□ 経過年数 年度

□ ■ 10 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

○新規輸出サポート件数　46件（令和元年12月末）
○ふくいグローバルビジネスプラザ等での相談対応　1,399件
　(令和元年12月末)

令和元年９月末に貿易促進プラザを閉鎖

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

（１）貿易促進マネージャーの設置
　　　駐在員事務所設立の際の現地政府との交渉や債権回収等の高度な相談に対応する（上海ｾﾝﾀｰ）
（２）取引先となる中国企業の信用情報の提供
　　　現地の大手信用調査機関を活用し、取引先となる中国企業に関する信用情報を提供（上海ｾﾝﾀｰ）
（３）既に進出している県内企業で構成する「ふくい企業支援ネットワーク」の活用
　　　現地での生活・習慣などの情報提供、ビジネスのノウハウや経験を活かした相談対応（上海ｾﾝﾀｰ）
（４）その他事務所機能の強化
　　　上海出張時に利用できるデスク（パソコン、プリンター、電話等）の無料貸し出し（上海ｾﾝﾀｰ）
（５）貿易促進機構の事務局運営経費
　　　機構本部員会議、チーム員会議などの開催運営、海外事業への参加・運営（福井事務局）

［受益者］ 海外展開を行っている企業および海外展開を検討する企業 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 ８　拡大する世界市場をふくいの成長へ

［事業目的］

　官民が連携して設立した「ふくい貿易促進機構」において、中国・東南アジアとの貿易を行う県内企業へのビジネスサポート機能を強化し、成長著しいアジア市場
における販路拡大を図る。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅱ　成長を創る（産業力）
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R2

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

ふくい貿易促進機構運営事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ □ H23 年度

□ 経過年数 年度

□ ■ 10 年

３０年度 令和元年度 ２年度

10,584 10,451 3,316

10,584 6,243

9,057

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(56) (50) (56)

59

(1,000) (1,000) (1,000)

1,827

□ 無

■ 有

他県の状況

[近県の対応状況]
○石川県
　・商工労働部産業政策課に国際ビジネスサポートデスクを設置
○富山県（公財）富山県新世紀産業機構
　・環日本海経済交流センターにて対応

関連事業の有無・
役割分担

事業名 上海事務所負担金、バンコクビジネスサポートセンター運営事業

（役割分担）

　海外事務所と連動し、福井、上海、バンコクの３拠点にて県内企業
の相談対応等を実施。

活動指標 相談件数
(目標)

ふくいグローバルビジネスプラザ等による相談対応件数

実績

成果指標 新規輸出件数
(目標)

新規輸出件数　過去5年（H26～30）の平均50件

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

令和元年９月末に貿易促進プラザを閉鎖したことによる減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R2

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

3,316 3,316

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

ふくい貿易促進機構運営事業
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課長名

■ □ H6 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 27 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

≪海外視察ミッションの実施≫
・中国越境ＥＣ事情等視察（令和元年10月14～18日、浙江省）

≪セミナー・勉強会の開催≫
・世界塾
　（令和元年7月～1月まで、計4回開催）

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

福井県・浙江省経済交流促進機構が実施する以下の取り組みに対する補助
（１）経済交流視察団派遣、受入
　　　・福井県内企業のニーズに合致する分野の市場調査のため視察団派遣および受入
（２）啓発事業
　　　・中国およびその周辺国での販路開拓等に詳しい有識者等を講師として招き、投資環境やビジネス展開等に関するセミナーを開催

［受益者］ 県内中小企業者 ［想定される受益者数］ ２９，２５５社　　中小企業庁公表「都道府県別・大都市別企業数」

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 ８　拡大する世界市場をふくいの成長へ

［事業目的］

　中国は、ＧＤＰ世界第2位、人口約13.9億人の経済大国として、世界の製造業の中心であるとともに、巨大な消費市場として注目が高まっている。本県企業として
も、中国を海外ビジネスの中心に据えながら、中国プラス１の展開が重要になっている。そこで、25年以上にわたり中国とのネットワークを培ってきた福井県・浙江
省経済交流促進機構（事務局：福井県商工会議所連合会）が行う、中国と周辺国を含めた経済交流および県内企業の販路開拓の取り組みを支援する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅱ　成長を創る（産業力）
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R5

事業主体 福井県・浙江省経済交流促進機構
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/3以内 法 定 受 託 事 務 そ の 他

中国経済交流促進支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ □ H6 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 27 年

３０年度 令和元年度 ２年度

1,200 1,200 1,200

1,200 1,200

874

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(6) (6) (6)

5

(5) (5) (5)

4

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 セミナー開催件数
(目標)

中国およびその周辺国へのビジネス展開に関するセミナーの開催件数

実績

成果指標 視察・相互交流件数
(目標)

県内企業のニーズに合致する分野の市場調査のため視察団派遣および受入を実施した回数

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R5

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,200 1,200

1/3以内 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 福井県・浙江省経済交流促進機構
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

中国経済交流促進支援事業
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課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

・越境ECにおける本県のプラットフォーム「福井館」の出品企業数
　８社（令和元年1月末）

令和元年度は「福井館」の構築、PR事業
令和２年度は「福井館」の維持管理、PR事業

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

（１）中国向け越境ＥＣサイトにおける福井のプラットフォーム「福井館」の更新・メンテナンス
（２）「福井館」のコンテンツ作成・掲載
（３）ＫＯＬ（中国でのインフルエンサー）による「福井館」のＰＲ
（４）越境ＥＣアプリ内での露出向上
（５）中国のＳＮＳとの連携による知名度向上
（６）浙江省メディア活用

［受益者］ 海外展開を行っている企業および海外展開を検討する企業 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 ８　拡大する世界市場をふくいの成長へ

［事業目的］

　小規模企業が越境ＥＣに取り組む上で一番の課題となっている海外向けの広告・宣伝について福井館で一括して福井県産品のＰＲを実施するとともに、中国への県
産品と観光の売り込みをさらに強化する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅱ　成長を創る（産業力）
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、直営 補 助 金 R3

事業主体 県、上海事務所
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

中国における福井プロモーション強化事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ ■ R1 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３０年度 令和元年度 ２年度

8,742 6,416

8,742

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(50) (80) (100)

(20) (40) (60)

□ 無

■ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 県産品の輸出拡大事業

（役割分担）

　中国国内における県産品の販路拡大を強力に支援するため、上記事
業による県内企業の商談機会の確保に加え、本件事業により県および
県産品のＰＲを側面的に支援。

活動指標 事業参加県内企業
(目標)

越境ＥＣ福井プラットフォームへの出品企業数

実績

成果指標
中国で販売される県産品
の品目

(目標)
中国浙江省との友好提携25周年時の合意事項

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

令和元年度は「福井館」の構築、PR事業
令和２年度は「福井館」の維持管理、PR事業

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R3

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

6,416 3,208 3,208 地方創生推進交付金

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県、上海事務所
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、直営 補 助 金

中国における福井プロモーション強化事業
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課長名

■ ■ R2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

（１）フランスでの販路開拓を目指す県産品の営業代行を委託。
（２）県内企業に対するフランス市場の情報提供、現地での活動支援。

［受益者］ 海外展開を行っている企業および海外展開を検討する企業 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 ８　拡大する世界市場をふくいの成長へ

［事業目的］

　近年、工芸品製造業者など、欧州への販路開拓を志向する県内企業が増えており、ＥＵとの経済連携協定（H31.2.1発行）による関税撤廃・削減や貿易手続きの簡
素化などのメリットを活かし、欧州への輸出拡大の好機とすることが期待される。このことから、まずフランスを対象に、ミッション型海外事務所を開設して県内企
業のヨーロッパにおける販路開拓を支援する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅱ　成長を創る（産業力）
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R4

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

ミッション型海外事務所によるフランス販路開拓支援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ ■ R2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３０年度 令和元年度 ２年度

8,495

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(56) (62)

(6) (6)

□ 無

■ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 県産品の輸出拡大事業

（役割分担）

　県内企業の国際展示会への出展支援を行うとともに、海外業界団
体・企業等による県内産地視察、海外バイヤーを招聘して県内企業と
の商談会を実施。
　また、県内企業に対し、海外の市場情報や貿易制度に関する情報提
供、商談に際しての指導助言などを行う相談窓口を運営。

活動指標 フランス販路開拓企業数
(目標) (6)

参加企業のうち、フランスでの販路開拓を継続する企業数

実績

成果指標 新規輸出件数
(目標) (68)

新規輸出件数　過去5年（H26～30）の平均50件

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R4

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

8,495 4,097 4,398 地方創生推進交付金

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金

ミッション型海外事務所によるフランス販路開拓支援事業
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課長名

■ ■ R1 年度

■ 経過年数 年度

□ ■ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

○新規輸出サポート件数　46件（令和元年12月末）
○ふくいグローバルビジネスプラザ等での相談対応　1,399件
　(令和元年12月末)

令和元年１０月に開設した「ふくいグローバルビジネスプ
ラザ」の経費を通年分計上

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

（１）国際展示会等への出展支援
　　　国際展示会・商談会において福井県ブースを設け県内企業の出展を支援

（２）海外企業等による県内産地視察
　　　製品の素材や工程、こだわり、歴史背景など、海外業界団体・企業に県産品への理解を深めてもらうための産地視察、県内企業との商談会を実施

（３）ふくいグローバルビジネスプラザの運営
　　　県内企業に対し、海外の市場情報や貿易制度に関する情報提供、商談に際しての指導助言などを行う相談窓口を運営［ジェトロに運営委託］

［受益者］ 海外展開を行っている企業および海外展開を検討する企業 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 ８　拡大する世界市場をふくいの成長へ

［事業目的］

　国内市場の縮小に伴い、海外の需要を取り込む必要性が高まっていることから、県内企業の海外ビジネスのための相談窓口「ふくいグローバルビジネスプラザ」の
運営や、海外バイヤーとの商談機会を提供することにより、海外への販路開拓にチャレンジする県内企業を支援する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 Ⅱ　成長を創る（産業力）
関連する県の計画等 〔 福井経済新戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、補助、負担金 補 助 金 R3

事業主体 県、上海事務所、バンコク事務所、（公財）ふくい産業支援センター

事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

県産品の輸出拡大事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉
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課長名

■ ■ R1 年度

■ 経過年数 年度

□ ■ 2 年

３０年度 令和元年度 ２年度

10,659 11,608

7,314

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(50) (56)

(1,000) (1,000)

□ 無

■ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 上海事務所負担金、バンコクビジネスサポートセンター運営事業

（役割分担）

　海外事務所と連動し、福井、上海、バンコクの３拠点にて県内企業
の海外への販路開拓を支援する。

活動指標 相談件数
(目標)

ふくいグローバルビジネスプラザ等による相談対応件数

実績

成果指標 新規輸出件数
(目標)

新規輸出件数　過去5年（H26～30）の平均50件

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

令和元年１０月に開設した「ふくいグローバルビジネスプラザ」の経費を通年分計上２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

R3

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

11,608 1,596 10,012 地方創生推進交付金

1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 産業労働部 課名 国際経済課 谷口　竜哉

事業主体 県、上海事務所、バンコク事務所、（公財）ふくい産業支援センター

事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、補助、負担金 補 助 金

県産品の輸出拡大事業
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